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障害者就労に係る雇用福祉横断検討会

○ 障害者の就労支援は、雇用施策と福祉施策との連携の下、その取組を進めてきたが、平成18年の障害者自立支援法の制定以降の
我が国の一般就労の場の進展や、それに伴う福祉施策の利用者像の変化などに伴い、障害者就労に係る雇用、福祉の果たすべき
役割についても変化してきており、雇用・福祉施策の双方で整理、対応していくべき課題が存在している。

○ 就労系障害福祉サービスについては、令和８年２月に、公労使、障害者関係団体等の関係者から成る「今後の障害者雇用促進
制度の在り方に関する研究会」によりとりまとめられた報告書においても言及されるように、雇用、福祉の役割分担など、
両面から丁寧に検討していく必要性がある。

○ このため、本検討会は、障害者の就労に係る雇用施策と福祉施策の在り方について、具体的な検討の方向性を議論することを
目的として開催するものである。

１ ．趣旨

４．構成員

３．開催状況

（１）雇用と福祉の役割分担の基本的考え方

（２）就労継続支援の在り方、それらに対する障害者雇用

促進法の適用の在り方（雇用率制度・納付金制度等）

（３）就労選択支援・就労移行支援・就労定着支援の効果的

な在り方、障害者就業・生活支援センターとの役割分担

（４）福祉と雇用の相互往来関係（うつ等からの復職、企業

雇用における障害者である労働者の加齢に伴う課題等）

（５）その他

２ ．主な検討事項
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